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NEWS RELEASE 
2020 年 8 月 3 日 

株式会社三菱総合研究所 

組織変更および役員人事・人事異動について 

 

当社は、来期開始する次期・中期経営計画（2020 年 11 月発表予定）の基本方針に基づき、

2020 年 10 月 1 日付で組織変更・人事異動を行います。 
 
＜次期・中期経営計画の基本方針＞ 

1.価値創造プロセス*に基づく提供価値向上・持続的成長 【VCP 経営】 
2.連結経営に基づく競争力・基盤強化 【連結経営】 
3.ポストコロナ社会への変革の先駆け 【新常態経営】 

 
*価値創造プロセス（Value Creation Process: VCP）：当社グループの 4 つの機能を社会課題

分野単位（例：エネルギー、ヘルスケア）で連接し、課題解決に向けた社会・顧客価値を創造・

提供する仕組み 
＜当社グループの 4 つの機能＞ 
研究・提言（A）： 独自のデータ分析や科学的知見に基づく、オリジナルな研究・提言機能 
分析・構想（B）： 官公庁や民間企業のお客様に対する調査・コンサルティング機能 
設計・実証（C）： お客様の政策・施策・事業の設計や実証を支援するコンサルティング機能 
社会実装（D）： お客様の解決策実装を支援する伴走コンサルティング機能や IT ソリューシ

ョン機能、および、社会課題解決サービスを当社自ら提供する機能 
 

1． 組織変更 （2020 年 10 月 1 日付） 

VCP の 4 つの機能に基づいた役割を明確化し、現行部門を改編・新設します。具体的な内

容は、次のとおりです。 

（1） シンクタンク部門 

 現・研究開発部門を、「研究・提言（A）」を担う部門に改編します。 

（2） ポリシー・コンサルティング部門 

 現・シンクタンク部門を、主に「分析・構想（B）」と「設計・実証（C）」を担う部門に改編し

ます。 

 当社が公共政策共創に重点的に取り組む社会課題分野を 5 つに再定義し、分野に

沿って現本部を再編します。 
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（3） ビジネス・コンサルティング部門 

 現・コンサルティング部門を、主に「分析・構想（B）」、「設計・実証（C）」および「社会実

装（D）」を担う部門に改編します。 

 主に民間分野での事業共創による社会課題解決をミッションとします。 

（4） デジタル・トランスフォーメーション部門 

 主に「設計・実証（C）」と「社会実装（D）」を担う「デジタル・トランスフォーメーション

（DX）部門」を新設します。 

 当社グループ全体の DX 事業をリードし、三菱総研DCS 株式会社や DX 関連ビジネ

スパートナー様と一体となって事業を推進します。 

（5） 全社組織 

 VCP の 4 つの機能を支える全社共通基盤として、営業機能、海外事業に加え、新た

にパートナー協業・アライアンス機能を担います。 

（6） コーポレート部門 

 人事諸制度刷新、社内 DX 推進、リスクマネジメント・コンプライアンス強化を担う部を

新設します。 

各部門の構成は、組織図をご参照ください。 
 

2．役員人事・人事異動 （発令日 2020 年 10 月 1 日付） 
 
（1）役員の人事異動 

新   職 旧   職 継 続 職 氏  名 

▽VCP 総括※ シンクタンク部門長 常務執行役員 長澤 光太郎 

▽ビジネス・コンサルティング部門長 コンサルティング部門長 常務執行役員 岩瀬 広 

▽シンクタンク部門長 研究開発部門長 常務研究理事 大石 善啓 

▽－ シンクタンク部門副部門長 執行役員 瀬谷崎 裕之 

▽ポリシー・コンサルティング部門長 

エム・アール・アイ リサーチ

アソシエイツ株式会社代表取

締役社長 

執行役員 小川 俊幸 

▽デジタル・トランスフォーメーション 

部門長 

コンサルティング部門副部門

長 
執行役員 伊藤 芳彦 

▽DX 技術本部長 AI イノベーション推進室長 研究理事 比屋根 一雄 

［※ 備 考］ VCP 総括：VCP 経営の円滑な推進の為、全社最適の観点から 4 つの部門（除くコーポレート部門）

及び全社組織の総括・調整を行うもの。 
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（2）本部長格の人事異動 

新   職 旧   職 氏  名 

▽シンクタンク部門副部門長 

（兼）政策・経済センター長 
政策・経済研究センター長 武田 洋子 

▽シンクタンク部門統括室長 広報部長 吉池 由美子 

▽先進技術センター長 未来構想センター長 関根 秀真 

▽ポリシー・コンサルティング部門統括室長 シンクタンク部門統括室長 羽生 哲也 

▽スマート・リージョン本部長 次世代インフラ事業本部長 樋口 浩隆 

▽ヘルスケア＆ウェルネス本部長 科学・安全事業本部長 岡田 光浩 

▽サステナビリティ本部長 環境・エネルギー事業本部長 佐々田 弘之 

▽フロンティア・テクノロジー本部長  万袋 俊 

▽セーフティ＆インダストリー本部長 原子力安全事業本部長 滝沢 真之 

▽ビジネス・コンサルティング部門副部門長 

（兼）キャリア・イノベーション本部長 
経営企画部長 仲伏 達也 

▽ビジネス・コンサルティング部門統括室長 コンサルティング部門統括室長 園山 実 

▽デジタル・トランスフォーメーション部門 

統括室長 
金融イノベーション本部長 糸川 光洋 

▽企業 DX 本部長  森 崇 

▽公共 DX 本部長 社会 ICT ソリューション本部長 木本 昌次 

▽金融 DX 本部長  河内 善弘 

▽未来共創本部長 オープンイノベーションセンター長 須崎 彩斗 

▽コーポレート部門統括室長 総務人事部長 井上 貴至 

▽経営企画部長 プラチナ社会センター長 柏谷 泰隆 

▽情報システム・DX 推進部長  内山 旭 

▽広報部長 研究・開発部門統括室長 小野 由理 

▽人事部長 ヘルスケア・ウェルネス事業本部長 榎本 亮 

▽総務部長  小川 政英 
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▽リスクマネジメント・コンプライアンス部長  伊藤 一道 

▽監査室長 事業・品質管理部長 小川 典文 

▽エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株

式会社代表取締役社長 
コーポレート部門統括室長 鈴木 啓史 

［備 考］ 

・ 「部門」は「本部」の上位組織  

・ 「室」、「部」、「センター」は本部格組織 

 

本件に関する問い合わせ先 
  
株式会社 三菱総合研究所 

〒100－8141 東京都千代田区永田町二丁目 10 番 3 号 

広報部 

電話： 03-6705-6000  メール： media@mri.co.jp    

mailto:media@mri.co.jp


人 事 部

総 務 部

リスクマネジメント・コンプライアンス部

統 括 室
広 報 部

経 理 財 務 部

海 外 事 業 本 部

コ ー ポ レ ー ト 部 門 経 営 企 画 部

情 報 シ ス テ ム ・ DX 推 進 部

未 来 共 創 本 部

内部統制・リスク管理委員会
キ ャ リ ア ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン 本 部

デジタル・トランスフォーメーション部門 DX 技 術 本 部

企 業 DX 本 部

統 括 室
公 共 DX 本 部

金 融 DX 本 部

営 業 本 部

営 業 企 画 室

西 日 本 営 業 本 部

万 博 推 進 室

監 査 役会 事 業 ・ 出 資 審 査 委 員 会 統 括 室
イ ノ ベ ー シ ョ ン ・ サ ー ビ ス 開 発 本 部

監 査 役 監査役室
監 査 室 研 究 開 発 推 進 委 員 会

地 域 DX 事 業 部

セ ー フ テ ィ ＆ イ ン ダ ス ト リ ー 本 部

連 結 経 営 委 員 会
ビジネス・コンサルティング部門 経 営 イ ノ ベ ー シ ョ ン 本 部

経 営 戦 略 委 員 会
デ ジ タ ル ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン 本 部

2020年10月1日付
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ポリシー・コンサルティング部門 ス マ ー ト ・ リ ー ジ ョ ン 本 部

会
　
　
長

社
　
　
長

ヘ ル ス ケ ア ＆ ウ ェ ル ネ ス 本 部

統 括 室
サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 本 部

経 営 会 議 フ ロ ン テ ィ ア ・ テ ク ノ ロ ジ ー 本 部
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